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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号 

岡三証券株式会社 

 

２．登録年月日（登録番号） 

2007 年 9 月 30 日（関東財務局長（金商）第 53 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

（1）会社の沿革 

当社は 2003 年 4月 10日、岡三証券株式会社（1944 年 8月設立、現・株式会社岡三証券グループ）

の持株会社体制移行に際し、同社の完全子会社として設立され、今日に至っております。 

 

年     月 沿             革 

2003 年 4 月 岡三証券分割準備株式会社として資本金 1 億円にて設立。 

本店 東京都中央区日本橋一丁目 17 番 6 号。 

2003 年 7 月 有償株主割当増資により資本金 5 億円となる。 

  証券会社として登録。 

2003 年 

 

 

 

2004 年 

2006 年 

2007 年 

2008 年 

2008 年 

 

2011 年 

2013 年 

2022 年 

2022 年 

10 月 

 

 

 

1 月 

12 月 

9 月 

4 月 

8 月 

 

1 月 

9 月 

1 月 

7 月 

岡三証券株式会社（現社名 株式会社岡三証券グループ）より、 

証券業その他の営業を承継するとともに、社名を岡三証券株式会社へ

変更し、営業を開始（資本金 50 億円）。 

元引受業務の認可を受ける。 

有価証券店頭デリバティブ取引業務の認可を受ける。 

上海駐在員事務所を開設。 

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録。 

株式会社岡三経済研究所を吸収合併。 

投資情報部門（現・グローバルリサーチ部門）を移転・集約して「岡三

グローバルリサーチセンター」を開設。 

東京都中央区日本橋室町に室町本店を開設し、本社機能の一部を移転。 

室町トレーディングルームを開設。 

岡三オンライン証券株式会社を吸収合併。 

2022 年 7 月末拠点数：67 拠点 
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（2）経営の組織 （2022 年 6 月 1 日現在） 

当社の経営組織の概要は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

社

長

取

締

役

会

監
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役

会

監

査

役

株

主

総

会
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略

会

議

会

長

商

品

戦

略

会

議

八 王 子 支 店

池 袋 支 店

恵 那 支 店

刈 谷 支 店

金 山 支 店

浜 松 支 店

沼 津 支 店

津 支 店

尾 鷲 支 店

四 日 市 支 店

鈴 鹿 支 店

伊 勢 支 店

志 摩 支 店

名 古 屋 支 店

静 岡 支 店

松 阪 支 店

伊 賀 上 野 支 店

名 張 支 店

奈 良 支 店

京 都 支 店

神 戸 支 店

梅 田 支 店

阿 倍 野 支 店

藤 井 寺 支 店

東 大 阪 支 店

堺 支 店

千 里 支 店

和 歌 山 支 店

姫 路 支 店

宮 津 支 店

広 島 支 店

岡 山 支 店

玉 野 支 店

松 山 支 店

宇 和 島 支 店

宇 部 支 店

福 岡 支 店

熊 本 支 店

日 本 橋 店

大 森 支 店

長 久 手 支 店

大 阪 店

横 浜 支 店

千 葉 支 店

大 宮 支 店

東 京 中 央 店

柏 支 店

勝 田 支 店

八 千 代 支 店

中
国
・
四
国

エ
リ
ア

九
州
・
山
口

エ
リ
ア

金 沢 支 店

札 幌 支 店

仙 台 支 店

東
海
エ
リ
ア

東
エ
リ
ア

西
エ
リ
ア

岡
三
と
う
き
ょ
う
証
券

カ
ン
パ
ニ
ー

日本橋室町本店

岡
三
か
ん
さ
い
証
券

カ
ン
パ
ニ
ー

関
西
エ
リ
ア

大
阪
エ
リ
ア

岡
三
み
え
証
券

カ
ン
パ
ニ
ー

企 画 部

法 務 部

コンプライアンス部

内 部 監 査 部

シ ス テ ム 企 画 部

リ ス ク 管 理 部

決 済 部

事 務 企 画 部

経 理 部

財 務 部

総 務 部

人 材 開 発 部

人 事 部

戦 略 法 務 部

事 業 法 人 部

金 融 法 人 部

法 人 企 画 部

友 好 証 券 部

引 受 審 査 部

お 客 さ ま 相 談 室

秘 書 室

公 共 法 人 部

エ ク イ テ ィ 部

企 業 公 開 部

市 場 営 業 部

金 融 商 品 部

商 品 業 務 部

資 本 市 場 部

引 受 部

エクイティ営業部

グローバル戦略室

コンプライアンス部門

業 務 改 革 部 門

人 事 部 門

企 画 部 門

法 人 部 門

グローバル
マーケッツ部門

マーケティング
統括部門

投 資 銀 行 部 門

取 引 審 査 部

東海法人ユニット

東京法人ユニット

関西法人ユニット
広 域 法 人 部 門

広域法人ユニット

プロダクト推進部

マーケティング推進部

マーケティング企画部

インサイドセールス部

プロダクト開発部

ウェルス
コンサルティング部

プロダクト・
ソリューション企画部

プロダクト・

ソリューション部門

上海駐在員事務所

ニューヨーク
駐在員事務所

情 報 企 画 部

投 資 情 報 部

グローバル
リサーチ部門

ダイレクトビジネス
コンプライアンス部

オンラインＩＴ推進部

オンライン
プロダクト事業部

コンタクトセンター部

オンライン総合管理部

岡
三
オ
ン
ラ
イ
ン

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

ダイレクト
ビジネス部門

投 資 調 査 部
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等 

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2022 年 3 月 31 日現在） 

氏 名 又は 名 称 保 有 株 式 数 割 合 

株式会社岡三証券グループ 100 千株 100.00％ 

 

５．役員の氏名又は名称 

（2022 年 3 月 31 日現在） 

役 職 名 氏 名 担 当 職 代表権 
の有無 

常勤・非 
常勤の別 

取 締 役 会 長 新 芝 宏 之  有 常 勤 

取 締 役 社 長 
（兼 社長執行役員） 

江 越   誠  有 常 勤 

取 締 役 
（兼 副社長執行役員） 寺 山   彰 コンプライアンス部門管掌 有 常 勤 

取 締 役 

（兼 副社長執行役員） 
田 中   充 

マーケティング統括部門・広域

法人部門・ダイレクトビジネス

部門・法人部門管掌兼岡三とう

きょう証券カンパニー長 

有 常 勤 

取 締 役 

（兼 副社長執行役員） 
相 澤 淳 一 

プロダクト・ソリューション部

門管掌兼マーケティング統括

部門副管掌、改革推進担当 
有 常 勤 

取 締 役 

（兼 専務執行役員） 
早 川 政 博 

グローバルマーケッツ部門・グ

ローバルリサーチ部門・投資銀

行部門・人事部門・商品業務部・

秘書室管掌 

有 常 勤 

取 締 役 

（兼 専務執行役員） 
池 田 嘉 宏 

企画部門管掌兼システム企画

部担当（CIO） 
有 常 勤 

取 締 役 
（兼 常務執行役員） 森 川 卓 也 

内部管理統括責任者兼利益相

反管理統括者 
有 常 勤 

取 締 役 加 藤 哲 夫  無 常 勤 

取 締 役 成 川 哲 夫  無 非常勤 

監 査 役 吉 村 健 也  － 常 勤 

監 査 役 久 下 美恵子  － 非常勤 

監 査 役 臼 井 壯之介  － 非常勤 

監 査 役 浜 田 裕 治  － 非常勤 
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なお、最近日現在の役員の氏名及び担当職等は次のとおりであります。 

（2022 年 6 月 2日現在） 

役 職 名 氏 名 担 当 職 代表権 
の有無 

常勤・非 
常勤の別 

取 締 役 会 長 新 芝 宏 之  有 常 勤 

取 締 役 社 長 
（兼 社長執行役員） 池 田 嘉 宏  有 常 勤 

取 締 役 
（兼 副社長執行役員） 

田 中   充 
マーケティング統括部門・ダイ
レクトビジネス部門管掌兼岡三
かんさい証券カンパニー長 

有 常 勤 

取 締 役 

（兼 副社長執行役員） 
相 澤 淳 一 

プロダクト・ソリューション部

門管掌兼マーケティング統括部

門副管掌、改革推進担当 
有 常 勤 

取 締 役 

（兼 副社長執行役員） 
早 川 政 博 

グローバルマーケッツ部門・グ

ローバルリサーチ部門・広域法

人部門・金融法人部・法人企画

部・商品業務部管掌 

有 常 勤 

取 締 役 

（兼 専務執行役員） 
清 原 俊 和 

友好証券部担当兼基幹システム

移行特任担当 
有 常 勤 

取 締 役 

（兼 専務執行役員） 
辻   和 彦 コンプライアンス部門管掌 有 常 勤 

取 締 役 
（兼 専務執行役員） 

長谷川 俟 也 
投資銀行部門・公共法人部・事

業法人部管掌兼広域法人部門・

金融法人部・法人企画部副管掌 
有 常 勤 

取 締 役 
（兼 常務執行役員） 森 川 卓 也 

内部管理統括責任者兼利益相

反管理統括者 
有 常 勤 

取 締 役 相 談 役 加 藤 哲 夫  無 常 勤 

取 締 役 成 川 哲 夫  無 非常勤 

監 査 役 吉 村 健 也  － 常 勤 

監 査 役 寺 山   彰  － 非常勤 

監 査 役 久 下 美恵子  － 非常勤 

監 査 役 臼 井 壯之介  － 非常勤 

監 査 役 浜 田 裕 治  － 非常勤 

監 査 役 神 谷   明  － 非常勤 
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６．政令で定める使用人の氏名 

（1）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使用人 

（2022 年 3 月 31 日現在） 

氏    名 役  職  名 

太 田 順 二  理事（内部監査部担当） 

竹 澤 孝 夫  内部監査部長 

下 畑 孝 行  上席執行役員（コンプライアンス部門副管掌兼 

取引審査部・法務部・お客さま相談室担当） 

船 津 典 彦  理事（コンプライアンス部担当） 

橋 本 英 樹  コンプライアンス部長 

古 林 理恵子  取引審査部長 

小 黒 正 行  法務部長 

奥ノ坊   誠  お客さま相談室長 

（2）投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する使用人 

 （2022 年 3 月 31 日現在） 

氏    名 役  職  名 

益 子   勇  法人企画部副部長 

７．業務の種別 

（1）金融商品取引業                        （2022 年 3 月 31 日現在） 

業  務  の  種  別 

①第一種金融商品取引業 

・金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 

a. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

b. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ

又は代理 

c. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎ又は代理 

d. 外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の 

媒介、取次ぎ又は代理 

e. 有価証券等清算取次ぎ 

f. 有価証券の売出し 

g. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

・金融商品取引法第 28 条第 1 項第 2 号に掲げる行為に係る業務 

a. 店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

b. 店頭デリバティブ取引についての有価証券等清算取次ぎ 

（暗号資産デリバティブを含む） 

・有価証券の引受け 

・有価証券等管理業務 

②第二種金融商品取引業 
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（2）金融商品取引業に付随する業務                  （2022 年 3 月 31 日現在） 

業  務  の  種  別 

①有価証券の貸借業務並びにその媒介及び代理業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤受益証券に係る収益金、償還金及び解約金の支払いに係る代理業務 

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金及び残余財産の分配並びに利息及び償還金の支払いに係る 

代理業務 

⑦累積投資契約の締結業務 

⑧有価証券に関連する情報の提供及び助言（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 11 号に掲げる行為に

該当するものを除く。）業務 

⑨他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換及び株式移転に関する相談に応じ、 

並びにこれらに関し仲介を行う業務 

⑩他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑪譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するものを除く。）の売買及びその媒介並びに 

取次ぎ及び代理業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地           （2022 年 3 月 31 日現在） 

名   称 所     在     地 

本 店 〒103-8278 東京都中央区日本橋 1-17-6 
室 町 本 店 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 2-2-1 
岡三コンタクトセンター 〒111-0053 東京都台東区浅草橋 1-22-16 
岡三オンライン証券カンパニー 〒104-0061 東京都中央区銀座 3-9-7 
日 本 橋 室 町 本 店 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 2-2-1 
本 店 営 業 部 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 1-5-5 
白山サテライトプレイス 〒112-0001 東京都文京区白山 2-29-4 
白金高輪サテライトプレイス 〒106-0047 東京都港区南麻布 3-21-17 
浅草サテライトプレイス 〒111-0034 東京都台東区雷門 2-4-8 
札 幌 支 店 〒060-0002 北海道札幌市中央区北二条西 3-1-8 
仙 台 支 店 〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町 3-6-1 
勝 田 支 店 〒312-0045 茨城県ひたちなか市勝田中央 12-15 
大 宮 支 店 〒330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町 1-7-5 
柏 支 店 〒277-0005 千葉県柏市柏 2-6-8 
八 千 代 支 店 〒276-0032 千葉県八千代市八千代台東 1-1-10 
千 葉 支 店 〒260-0015 千葉県千葉市中央区富士見 1-15-9 
池 袋 支 店 〒171-0021 東京都豊島区西池袋 1-18-2 
日 本 橋 店 〒103-8278 東京都中央区日本橋 1-17-6 
東 京 中 央 店 〒163-1502 東京都新宿区西新宿 1-6-1 
千歳烏山サテライトプレイス 〒157-0062 東京都世田谷区南烏山 5-15-10 
三鷹サテライトプレイス 〒180-0006 東京都武蔵野市中町 1-20-8 
三軒茶屋サテライトプレイス 〒154-0023 東京都世田谷区若林 1-18-10 
自由が丘サテライトプレイス 〒152-0035 東京都目黒区自由が丘 1-3-19 
碑文谷サテライトプレイス 〒152-0003 東京都目黒区碑文谷 3-1-1 
大 森 支 店 〒140-0013 東京都品川区南大井 6-28-11 
八 王 子 支 店 〒192-0046 東京都八王子市明神町 4-7-15 
横 浜 支 店 〒231-0015 神奈川県横浜市中区尾上町 2-27 
沼 津 支 店 〒410-0801 静岡県沼津市大手町 2-4-1 
静 岡 支 店 〒420-0857 静岡県静岡市葵区御幸町 4-1 
浜 松 支 店 〒430-0944 静岡県浜松市中区田町 324-3 
恵 那 支 店 〒509-7201 岐阜県恵那市大井町 201-10 
名 古 屋 支 店 〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅 4-5-28 
金 山 支 店 〒460-0022 愛知県名古屋市中区金山 1-11-28 
長 久 手 支 店 〒480-1168 愛知県長久手市坊の後 1422 
刈 谷 支 店 〒448-0858 愛知県刈谷市若松町 2-101 
金 沢 支 店 〒920-0919 石川県金沢市南町 6-1 
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名   称 所     在     地 

四 日 市 支 店 〒510-0086 三重県四日市市諏訪栄町 20-11 
鈴 鹿 支 店 〒513-0809 三重県鈴鹿市西条 4-87-2 
津 支 店 〒514-0032 三重県津市中央 5-20 
津 支 店 別 館 〒514-0032 三重県津市中央 6-5 
伊 賀 上 野 支 店 〒518-0861 三重県伊賀市上野東町 2920 
名 張 支 店 〒518-0775 三重県名張市希央台 5番町 11 
松 阪 支 店 〒515-0083 三重県松阪市中町 6-8-1 
伊 勢 支 店 〒516-0074 三重県伊勢市本町 11-1 
志 摩 支 店 〒517-0501 三重県志摩市阿児町鵜方 4042 
尾 鷲 支 店 〒519-3652 三重県尾鷲市古戸町 12-11 
京 都 支 店 〒600-8007 京都府京都市下京区四条通東洞院東入立売西町 66 
宮 津 支 店 〒626-0041 京都府宮津市鶴賀 2066-69 
大 阪 店 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 1-8-7 
梅 田 支 店 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田 1-12-17 
阿 倍 野 支 店 〒545-0052 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 3-10-1-100 
千 里 支 店 〒565-0862 大阪府吹田市津雲台 1-2-D9 
東 大 阪 支 店 〒577-0056 大阪府東大阪市長堂 1-11-22 
堺 支 店 〒590-0048 大阪府堺市堺区一条通 20-1 
藤 井 寺 支 店 〒583-0027 大阪府藤井寺市岡 2-12-6 
奈 良 支 店 〒630-8231 奈良県奈良市本子守町 1-1 
和 歌 山 支 店 〒640-8157 和歌山県和歌山市八番丁 11 
神 戸 支 店 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町 1-1-2 
姫 路 支 店 〒670-0911 兵庫県姫路市十二所前町 45 
岡 山 支 店 〒700-0904 岡山県岡山市北区柳町 1-1-27 
玉 野 支 店 〒706-0002 岡山県玉野市築港 2-4-12 
広 島 支 店 〒730-0051 広島県広島市中区大手町 2-8-4 
宇 部 支 店 〒755-0043 山口県宇部市相生町 9-7 
松 山 支 店 〒790-0005 愛媛県松山市花園町 1-3 
宇 和 島 支 店 〒798-0034 愛媛県宇和島市錦町 3-20 
福 岡 支 店 〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 1-9-17 
熊 本 支 店 〒860-0803 熊本県熊本市中央区新市街 11-18 

（注）1． 2021 年 5 月 31 日付で、碑文谷支店碑文谷プレイスを廃止いたしました。 
2． 2021 年 6 月 13 日付で、大手町支店を廃止いたしました。 
3． 2021 年 6 月 14 日付で、日本橋室町店を「日本橋室町本店」に改称し、「本店営業部」を開設いたし

ました。また、日本橋本店（営業所登録名：本店）を日本橋店に改称いたしました。 
4． 2021 年 7 月 11 日付で、虎の門支店を廃止いたしました。 
5． 2021 年 7 月 25 日付で、浅草支店を廃止し、翌26日付で「浅草サテライトプレイス」を開設いたしました。 
6． 2021 年 8 月 30 日付で、「白山サテライトプレイス」、「白金高輪サテライトプレイス」、「千歳烏山 

サテライトプレイス」を開設いたしました。 
7． 2021 年 12 月 31 日付で、長久手支店分室を廃止いたしました。 
8． 岡三オンライン証券株式会社の吸収合併に伴い、2022 年 1 月 1日付で「岡三オンライン証券カンパ

ニー」を開設いたしました。 
9． 2022 年 2 月 1日付で、「三軒茶屋サテライトプレイス」を開設いたしました。 
10．2022 年 2 月 28 日付で、「三鷹サテライトプレイス」を開設いたしました。 
11．2022 年 3 月 22 日付で、「自由が丘サテライトプレイス」を開設いたしました。 
12．2022 年 3 月 27 日付で、渋谷支店、碑文谷支店を廃止いたしました。 
13．2022 年 3 月 28 日付で、新宿支店を「東京中央店」に改称いたしました。また「碑文谷サテライト 

プレイス」を開設いたしました。 

 

９．他に行っている事業の種類                    （2022 年 3 月 31 日現在） 

他に行っている事業の種類 

①貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒介に係る業務 

②組合契約の締結並びにその媒介、取次ぎ及び代理業務 

③匿名組合契約の締結並びにその媒介、取次ぎ及び代理業務 

④保険業法に規定する保険募集 

⑤確定拠出年金法に規定する確定拠出年金運営管理業 

⑥国民年金基金連合会の委託を受けて行う個人型年金に係る受付業務 

⑦信託業法に規定する信託契約代理業 

⑧信託兼営金融機関が行う遺言執行及び遺産整理に係る契約締結の媒介業務 

⑨顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 
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10．指定紛争解決機関及び加入する金融商品取引業協会等の名称 

（1）指定紛争解決機関（第一種金融商品取引業） 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

（2）加入する金融商品取引業協会 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人日本暗号資産取引業協会 

（3）対象事業者となる認定投資者保護団体（第二種金融商品取引業） 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

 

11．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

     札幌証券取引所、東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取引所、 

     東京金融取引所 

 

12．加入する投資者保護基金の名称 

     日本投資者保護基金 

 

13．金融商品取引業等に関する内閣府令第７条第３号イ及び第３号の２から第９号までに掲げる  

事項のうち当社が行う業務 

     有価証券関連業 

 

14．苦情処理及び紛争解決の体制 

（1）第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（以下、「ＦＩＮＭＡＣ」という。）

との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結する措置 

（2）第二種金融商品取引業 

一般社団法人第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置 

（3）投資助言・代理業 

一般社団法人日本投資顧問業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置 

（4）貸金業 

日本貸金業協会との間で貸金業業務に係る手続実施基本契約を締結する措置 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大を受けた緊急事態宣言やまん延防

止等重点措置の影響などにより、回復は総じて弱いものとなりました。人手不足や世界的な半導体

不足等による供給制約の影響もあり、輸出や鉱工業生産は力強さに欠け、設備投資も持ち直しの動

きに足踏みがみられました。海外では、米国経済は雇用の回復を伴い堅調に推移した一方、中国経

済は電力不足や不動産セクターの債務問題などから回復の勢いが鈍化したほか、３月以降はロシア

によるウクライナ侵攻の影響から資源価格が高騰し、世界的に景気後退懸念が広がりました。 

こうした環境のなか、2021 年４月に一時 30,000 円台を回復していた日経平均株価は、米国のイ

ンフレ高進や急速な金融引き締めへの警戒感、国内での新型コロナウイルス感染再拡大による景気

減速懸念などを受けて夏場にかけて軟調に推移しました。９月上旬にかけては、自民党総裁選を受

けた新政権誕生への期待に加え、新型コロナウイルスのワクチン接種進展を好感して日経平均株価

は再び 30,000 円を突破し、およそ 31 年ぶりの高値となる 30,795 円 78 銭をつけたものの、秋以降

は、資源価格上昇やオミクロン型変異株の感染拡大などが相場の上値を抑え、日経平均株価は伸び

悩みました。2022 年に入ると、地政学リスクの顕在化や商品市況の高騰を受けたインフレ懸念など

を背景に一時 25,000 円を割る場面があったものの年度末にかけては反発し、日経平均株価は

27,821 円 43 銭で当年度の取引を終えました。 

為替市場では、ドル円相場は９月末にかけて概ね１ドル＝110円を挟んだ水準で推移しましたが、

その後は米国の金融政策正常化への懸念からやや円安ドル高方向へレンジを切り上げました。年明

け以降は世界的な資源高を受けて欧米主要国の国債利回りが上昇し、日本の 10 年国債利回りも一

時６年２ヵ月ぶりとなる 0.25%をつけましたが、日本銀行が金利上昇を抑える「指し値オペ」を実

施したことから日米の金融政策の方向性の違いが意識され、ドル円相場は一時６年７ヵ月ぶりの水

準となる１ドル＝125 円台まで円安が進みました。年度末にかけては急激な円安進行への警戒もあ

り、１ドル＝121 円台で当年度の取引を終えました。 

こうした事業環境において、当社では、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、引き続き

お客さまならびに社員の健康・安全を確保しつつ営業活動を行いました。組織改革を行うことによ

り、多様化するお客さまのニーズに応じて最適な商品・ソリューションを提供する体制の強化を図

ったほか、お客さまとの接点拡充のための店舗戦略として、首都圏に２つの統合拠点「日本橋室町

本店」と「東京中央店」、ならびに複数のサテライト拠点を開設しました。2022 年１月には、岡三

オンライン証券株式会社との経営統合を行い、対面コンサルティングサービスと先進のオンライン

サービス双方の強みを兼ね備えたサービス体制の構築を進めたほか、暗号資産CFDの取り扱いを開

始するなど、新たな商品の提供を通じた幅広いお客さまニーズへの対応にも取り組みました。また、

事業基盤拡充への戦略的取り組みとして、株式投資型クラウドファンディング事業会社との資本業

務提携や、2022 年内の営業開始を目標としたデジタル証券ビジネスへの参入など、デジタルシフト

の進む時代にふさわしい商品およびサービスの開発・提供に向けた体制構築を推進いたしました。 

以上の結果、当年度における当社の営業収益は 544 億 83 百万円（前年度比 108.0％）、純営業収

益は 536 億 18 百万円（同 108.4％）となりました。販売費・一般管理費は 486 億 20 百万円（同

106.1％）となり、経常利益は 54 億 67 百万円（同 133.4％）、当期純利益は 47 億５百万円（同

177.4％）となりました。 
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【受入手数料】 

受入手数料の合計は305億77百万円（前年度比103.9％）となりました。主な内訳は次のとおり

です。 

① 委託手数料 

当年度における東証の１日平均売買高（内国普通株式）は16億94百万株（前年度比89.3％）、売

買代金は３兆4,147億円（同109.1％）となりました。こうしたなか、当社においては、株価上昇を

背景に取引額が急増した前年度と比較して、個人のお客さまを中心に委託売買代金は減少しました。 

これらの結果、株式委託手数料は120億２百万円（同73.5％）となりました。また、債券委託手

数料は０百万円（前年度は11百万円の利益）、その他の委託手数料は４億22百万円（前年度比96.3％）

となり、委託手数料の合計は124億25百万円（同74.1％）となりました。 

 

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

当年度における株式の引受けは、主幹事案件や大型案件の引受け、新規株式公開件数の増加

などから前年度比で引受金額・引受件数ともに増加しました。一方、債券の引受けは、地方債

や財投機関債、事業債などの主幹事を務めるとともに、大型の個人投資家向け社債を引受ける

など実績を重ねました。 

これらの結果、株式の手数料は６億92百万円（前年度比252.0％）、債券の手数料は４億３百

万円（同254.1％）となり、株式・債券を合わせた引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料の合計は10億95百万円（同252.8％）となりました。 

 

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料につきまし

ては、投資信託関連収益がその大半を占めています。 

当年度における公募投資信託の販売額は、米国を中心としたインフレ懸念や地政学問題が意

識されつつも、世界的な経済活動の回復を背景に前年度比で増加しました。特に、持続的な成

長が期待できる医療系の企業に投資するファンドのほか、年度後半からは新規に導入した米国

のテクノロジー関連企業に投資するファンドを中心に販売額が増加しました。 

これらの結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は97億88百万円（前

年度比156.2％）となりました。また、その他の受入手数料については、主に投資信託の信託報

酬等により72億68百万円（同121.9％）となりました。 
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【トレーディング損益】 

株券等トレーディング損益は主に米国株式を中心とした外国株式の国内店頭取引、債券等トレー

ディング損益は外国債券の顧客向け取扱いに伴う収益がその大半を占めています。 

当年度においては、外国株式は個人の国内店頭取引の売買が前年度比で増加し、また外国債券も

前年度比で個人向け・法人向けともに販売額が増加しました。 

これらの結果、株券等トレーディング損益は135億12百万円（前年度比108.9％）、債券等トレー 

ディング損益は93億１百万円（同122.6％）となり、その他のトレーディング損益２億12百万円の損

失（前年度は２億40百万円の損失）を含めたトレーディング損益の合計は226億円（前年度比114.4％）

となりました。 

 

【金融収支】 

金融収益は13億５百万円（前年度比106.1％）、金融費用は８億65百万円（同88.9％）となり、   

差引の金融収支は４億40百万円（同171.5％）となりました。 

 

【販売費・一般管理費】 

販売費・一般管理費は、取引関係費や事務費の増加等により、486億20百万円（前年度比106.1％）

となりました。 

 

【営業外損益及び特別損益】 

営業外収益は５億41百万円、営業外費用は72百万円となりました。また、特別利益は44百万円、

特別損失は51百万円となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

（1）経営成績等の推移                                       （単位：百万円） 

期別 

区分 
2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 

資 本 金 5,000 5,000 5,000 

発 行 済 株 式 総 数 100,000 株 100,000 株 100,000 株 

営 業 収 益 49,371 50,428 54,483 

( 受 入 手 数 料 ) ( 26,108 ) ( 29,441 ) ( 30,577 ) 

(( 委 託 手 数 料 )) (( 11,249 )) (( 16,777 )) (( 12,425 )) 

(( 引受け・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料 )) 
(( 383 )) (( 433 )) (( 1,095 )) 

(( 募集・売出し・特定投資家向 

け売付け勧誘等の取扱手数料 )) 
(( 8,659 )) (( 6,266 )) (( 9,788 )) 

(( そ の 他 の 受 入 手 数 料 )) (( 5,816 )) (( 5,963 )) (( 7,268 )) 

( ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 ) ( 22,053 ) ( 19,756 ) ( 22,600 ) 

(( 株券等トレーディング損益 )) (( 10,164 )) (( 12,410 )) (( 13,512 )) 

(( 債券等トレーディング損益 )) (( 11,705 )) (( 7,586 )) (( 9,301 )) 

(( その他のトレーディング損益 )) (( 182 )) (( △240 )) (( △212 )) 

純 営 業 収 益 48,543 49,454 53,618 

経 常 損 益 1,647 4,099 5,467 

当 期 純 損 益 399 2,652 4,705 

 

（2）有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移（先物取引を除く）                 （単位：百万円） 

期別 

区分 
2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 

自      己 2,719,058 1,265,969 1,422,627 

委      託 6,983,871 8,390,303 7,715,063 

計 9,702,930 9,656,273 9,137,690 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：百万円） 

区  分 引 受 高 売 出 高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募 集 の 

取 扱 高 

売出しの

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の 

取 扱 高 

2020 年

3 月期 

株 券 3,083 2,848 － － － － － 

国 債 証 券 － － － 8,295 － － － 

地方債証券 236,729 － － 236,729 － － － 

特 殊 債 券 125,900 － － 125,900 － － － 

社 債 券 
681,450 

(  －) 

156,043 

(  156,043) 

－ 

(  －) 

115,750 

(  －) 

－ 

(  －) 

557,200 

(  －) 

－ 

(  －) 

受 益 証 券 － － － 1,129,526 － 366,823 － 

そ の 他 － － － － － － － 

2021 年

3 月期 

株 券 8,443 8,783 － － － － － 

国 債 証 券 － － － 4,620 － － － 

地方債証券 228,096 － － 228,096 － － － 

特 殊 債 券 128,300 － － 128,300 － － － 

社 債 券 
776,996 

(  －) 

16,029 

(  16,029) 

－ 

(  －) 

63,996 

(  －) 

－ 

(  －) 

711,100 

(  －) 

－ 

(  －) 

受 益 証 券 
－ 

(  －) 

－ 

(  －) 

－ 

(  －) 

1,004,479 

(43,746) 

－ 

(  －) 

131,731 

(  －) 

－ 

(  －) 

そ の 他 － － － － － － － 

2022 年

3 月期 

株 券 17,899 17,867 － － － － － 

国 債 証 券 － － － 1,635 － － － 

地方債証券 250,956 － － 250,956 － － － 

特 殊 債 券 50,400 － － 42,500 － － － 

社 債 券 
690,300 

(  －) 

2,202 

(2,202) 

－ 

(  －) 

91,700 

(  －) 

－ 

(  －) 

575,100 

(  －) 

－ 

(  －) 

受 益 証 券 
－ 

(  －) 

－ 

(  －) 

－ 

(  －) 

1,306,587 

(27,565) 

－ 

(  －) 

473,901 

(  －) 

－ 

(  －) 

そ の 他 74 64 － － － － － 

（注） （   ）内は、外国証券に係る数値で、内書きであります。 

 

 



－ 16 － 

（3）その他業務の状況 

① 保険業法に規定する保険募集の状況  

期      別 取   扱   高 

2020 年 3 月期 154 百万円 

2021 年 3 月期 86 百万円 

2022 年 3 月期 148 百万円 

 

② 確定拠出年金運営管理業務の状況  

期      別 
企  業  型 個  人  型 

受託件数 拠出残高 受託件数 拠出残高 

2020 年 3 月期 4 件 4,899 百万円 98 件 2,086 百万円 

2021 年 3 月期 2 件 5,304 百万円 93 件 2,296 百万円 

2022 年 3 月期 5 件 5,523 百万円 124 件 2,734 百万円 

 

③ 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務の状況  

期      別 契 約 件 数 

2020 年 3 月期 3 件 

2021 年 3 月期 6 件 

2022 年 3 月期 7 件 

 

当社が行っております上記以外のその他業務の内容につきましては、「Ⅰ.当社の概況及び 

組織に関する事項 ９．他に行っている事業の種類」をご覧ください。 
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（4）自己資本規制比率の状況                                       （単位：百万円） 

期 別 

区 分 
2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 

基 本 的 項 目  (Ａ) 73,844 71,500 76,046 

 その他有価証券評価差額金（評価益）  － 16 10 

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金  836 774 1,130 

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金  － － 15 

 短 期 劣 後 債 務  6,000 6,000 6,000 

 計 (Ｂ) 6,836 6,790 7,156 

控 除 資 産  (Ｃ) 13,007 13,382 13,953 

固定化されていな

い 自 己 資 本 の 額 
（Ａ） ＋（Ｂ）－（Ｃ） (Ｄ) 67,672 64,908 69,249 

 市 場 リ ス ク 相 当 額  2,015 2,653 3,287 

リ ス ク 相 当 額 取 引 先 リ ス ク 相 当 額  958 1,136 1,509 

 基 礎 的 リ ス ク 相 当 額  11,763 11,453 12,738 

 暗 号 資 産 等 に よ る 控 除 額  － － － 

 計 (Ｅ) 14,737 15,243 17,534 

自己資本規制比率  （Ｄ）／（Ｅ）× １００ 459.1% 425.8% 394.9% 

（注）短期劣後債務は劣後特約付借入金であります。 

 

（5）使用人の総数及び外務員の総数                                      （単位：人） 

区     分 2020 年 3 月期末 2021 年 3 月期末 2022 年 3 月期末 

使  用  人         2,483 2,421 2,510 

（うち 外 務 員） 2,404 2,341 2,417 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（1）貸借対照表                               （単位：百万円） 

科     目 

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

金     額 金     額 

（ 資 産 の 部 ）     

流 動 資 産     

  現 金 ・ 預 金  26,053  34,687 

  預 託 金  39,954  71,113 

    顧 客 分 別 金 信 託 39,900  68,000  

    そ の 他 の 預 託 金 54  3,113  

  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  210,185  226,008 

    商 品 有 価 証 券 等 210,180  225,924  

    デ リ バ テ ィ ブ 取 引 5  83  

  約 定 見 返 勘 定  －  8,521 

  信 用 取 引 資 産  35,418  42,514 

    信 用 取 引 貸 付 金 30,450  35,102  

    信用取引借証券担 保金 4,967  7,412  

  有 価 証 券 担 保 貸 付 金  223,361  228,480 

    現 先 取 引 貸 付 金 223,361  228,480  

  立 替 金  779  1,147 

  短 期 差 入 保 証 金  9,058  18,202 

  有価証券等引渡未了勘定  －  85 

  短 期 貸 付 金  141  107 

  未 収 収 益  1,400  2,055 

  そ の 他 の 流 動 資 産  1,221  1,561 

  貸 倒 引 当 金  △ 0  △ 16 

    流 動 資 産 計  547,575  634,472 

     

固 定 資 産     

  有 形 固 定 資 産  2,322  2,325 

    建 物 1,341  1,339  

    器 具 備 品 695  702  

    リ ー ス 資 産 285  283  

  無 形 固 定 資 産  348  412 

    ソ フ ト ウ エ ア 216  285  

    そ の 他 131  127  

  投 資 そ の 他 の 資 産  9,715  9,988 

    投 資 有 価 証 券 1,282  1,220  

    長 期 差 入 保 証 金 5,225  5,109  

    繰 延 税 金 資 産 1,886  2,055  

    そ の 他 2,003  2,324  

    貸 倒 引 当 金 △ 681  △ 721  

      固 定 資 産 計  12,386  12,727 

    資 産 合 計  559,962  647,199 
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（単位：百万円） 

科     目 

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

金     額 金     額 

（ 負 債 の 部 ）     

流 動 負 債     

  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  156,508  223,980 

    商 品 有 価 証 券 等 156,475  223,931  

    デ リ バ テ ィ ブ 取 引 32  48  

  約 定 見 返 勘 定  92,577  － 

  信 用 取 引 負 債  8,969  21,770 

    信 用 取 引 借 入 金 687  11,514  

    信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 8,281  10,255  

  有 価 証 券 担 保 借 入 金  49,154  96,968 

有価証券貸借取引受入金 －  968  

 現 先 取 引 借 入 金 49,154  96,000  

  預 り 金  42,130  45,137 

  受 入 保 証 金  10,947  32,419 

  有価証券等受入未了勘定  0  17 

  短 期 借 入 金  102,815  126,015 

  未 払 金  1,870  834 

  未 払 法 人 税 等  399  390 

  賞 与 引 当 金  1,640  1,520 

  そ の 他 の 流 動 負 債  2,055  2,666 

    流 動 負 債 計  469,069  551,721 

固 定 負 債     

  長 期 借 入 金  6,700  6,500 

  退 職 給 付 引 当 金  5,250  5,161 

  資 産 除 去 債 務  1,157  1,224 

  そ の 他 の 固 定 負 債  494  405 

    固 定 負 債 計  13,602  13,291 

特 別 法 上 の 準 備 金     

  金融商品取引責任準備金  774  1,130 

    特 別 法 上 の 準 備 金 計  774  1,130 

    負 債 合 計  483,446  566,142 

（ 純 資 産 の 部 ）     

株 主 資 本     

  資 本 金  5,000  5,000 

  資 本 剰 余 金     

    資 本 準 備 金 29,199  29,199  

    そ の 他 剰 余 金 －  3,353  

    資 本 剰 余 金 合 計  29,199  32,553 

  利 益 剰 余 金     

    そ の 他 利 益 剰 余 金     

      別 途 積 立 金 10,000  10,000  

      繰 越 利 益 剰 余 金 32,300  33,492  

    利 益 剰 余 金 合 計  42,300  43,492 

株 主 資 本 合 計  76,500  81,046 

評 価 ・ 換 算 差 額 等     

    その他有価証券評価差額金   16   10 

    評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計   16   10 

    純 資 産 合 計  76,516  81,056 

    負 債 ・ 純 資 産 合 計  559,962  647,199 
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（2）損益計算書                              （単位：百万円） 

科     目 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

金     額 金     額 

営 業 収 益     

  受 入 手 数 料  29,441  30,577 

    委 託 手 数 料 16,777  12,425  

    引受け・売出し・特定投資家 

  向け売付け勧誘等の手数料 433 
 

1,095 
 

    募集・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の取扱手数料 6,266  9,788  

    そ の 他 の 受 入 手 数 料 5,963  7,268  

  ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  19,756  22,600 

  金 融 収 益  1,230  1,305 

    営 業 収 益 計  50,428  54,483 

金 融 費 用  973  865 

純 営 業 収 益  49,454  53,618 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費     

  取 引 関 係 費  6,661  7,448 

  人 件 費  22,816  23,055 

  不 動 産 関 係 費  6,894  7,572 

  事 務 費  7,740  8,503 

  減 価 償 却 費  395  490 

  租 税 公 課  626  734 

  貸 倒 引 当 繰 入 れ   △ 2    42 

  そ の 他  670  772 

    販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計  45,803  48,620 

営 業 利 益   3,650   4,998 

営 業 外 収 益  532  541 

営 業 外 費 用  83  72 

経 常 利 益   4,099   5,467 

特 別 利 益     

投 資 有 価 証 券 売 却 益  －  44 

  金融商品取引責任準備金戻入  61  － 

    特 別 利 益 計  61  44 

特 別 損 失     

  減 損 損 失  178  51 

    特 別 損 失 計  178  51 

税 引 前 当 期 純 利 益   3,983   5,460 

  法人税、住民税及び事業税  1,368    586   

  法 人 税 等 調 整 額 △ 38    169   

法 人 税 等 合 計    1,330   755 

当 期 純 利 益    2,652   4,705 
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（3）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1日 至 2021 年 3 月 31 日）    （単位：百万円） 

 

株   主   資   本 
評価・換算
差 額 等 

純 資 産 
合 計 資 本 金 

資  本  
剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 
合 計 資  本  

準 備 金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金 合 計 

その他有
価証券評
価差額金 

別  途  
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当期首残高 5,000 29,199 10,000 32,647 42,647 76,847 △3 76,844 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当    △3,000 △3,000 △3,000  △3,000 

当期純利益    2,652 2,652 2,652  2,652 

株主資本以外の 

項目の事業年度中

の変動額（純額） 

      19 19 

事業年度中の変動額

合計 
－ － － △347  △347 △347 19 △327 

当期末残高 5,000 29,199 10,000 32,300 42,300 76,500 16 76,516 

 

 

      （単位：百万円） 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純 資 産 
合 計 

 
株  主  資  本 
合 計 

 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

当期首残高 76,500 16 76,516 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 △5,000  △5,000 

当期純利益 4,705  4,705 

合併による増加 4,840  4,840 

株主資本以外の 

項目の事業年度中

の変動額（純額） 

 △5 △5 

事業年度中の変動額

合計 
4,546 △5 4,540 

当期末残高 81,046 10 81,056 

当事業年度（自 2021 年 4 月 1日 至 2022 年 3 月 31 日）  （単位：百万円） 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資   本  
準 備 金 

その他資本 
剰 余 金 

資本剰余金 
合  計 

その他利益剰余金 利 益 
剰 余 金 
合 計 

別   途  
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当期首残高 5,000 29,199 － 29,199 10,000 32,300 42,300 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当          △5,000 △5,000 

当期純利益      4,705 4,705 

合併による増加   3,353 3,353  1,487 1,487 

株主資本以外の 
項目の事業年度中
の変動額（純額） 

  
  

   

事業年度中の変動額
合計 

－ － 3,353 3,353 － 1,192 1,192 

当期末残高 5,000 29,199 3,353 32,553 10,000 33,492 43,492 
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基

準及び評価方法 

トレーディングに関する有価証券及びデリバテ

ィブ取引等については時価法を採用しておりま

す。 

 

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基

準及び評価方法 

同左 

 

 

 

２．トレーディング関連以外の有価証券の評価基

準及び評価方法 

その他有価証券 

(1) 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）を採用しており

ます。 

(2) 時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。 

２．トレーディング関連以外の有価証券の評価基

準及び評価方法 

その他有価証券 

(1)市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）を採用しており

ます。 

(2) 市場価格のない株式等 

総平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。 
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前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし､1998 年 4 月 1 日以降に取得した建

物(附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月 1 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建   物    3～50 年 

器具・備品    3～15 年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

      同左 

 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、ソフト

ウェアについては、社内における利用可能期

間(5 年)に基づいております。 

 

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。 

 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

      同左 

 

 

 

(3) リース資産 

      同左 
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前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当社所定

の計算方法による支給見積額の当事業年度負

担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

      同左 

 

 

(3) 退職給付引当金 

      同左 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他の取引又はデリバテ

ィブ取引等に関して生じた事故による損失に

備えるため、金融商品取引法の規定に基づき

計上しております。 

 

(4) 金融商品取引責任準備金 

同左 
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前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

－ ５．重要な収益の計上基準 

委託手数料は、主に株式等の売買注文の取

次ぎから生じる手数料であります。売買注文

を流通市場に取次ぐ履行義務は約定日等に充

足されるため、当該一時点で収益を認識して

おります。 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の手数料は、有価証券の引受け、売出し

（有価証券の買付けの申し込み又は売付けの

期間を定めて行うものに限る。）又は特定投

資家向け売付け勧誘等を行ったことにより発

行会社等から受入れる手数料であります。一

般的に、条件決定日に引受責任を負う義務等

を充足したとして、当該一時点で収益を認識

しております。 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の取扱手数料は、有価証券等の募集若しく

は売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱いを行ったことに

より引受会社等から受入れる手数料でありま

す。一般的に、募集等申込日に販売等の義務

を充足したとして、当該一時点で収益を認識

し、受益証券等で売買形式による場合は委託

手数料に準じて収益を認識しております。 

その他の受入手数料に含まれる投資信託の

運用、管理により生じる代行手数料は、投資

信託の信託約款に基づき、投資信託財産の

日々の純資産総額に対する一定割合として

日々収益を認識しております。 
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前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては、特例処理を

採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 金利スワップ 

ヘッジ対象 … 借入金 

③ ヘッジ方針 

一部の借入金の金利変動リスクをヘッ

ジするため金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行

っております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップのため、有効性の評価を省略してお

ります。 

 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(3) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

 

 

－ 

 

 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 
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前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

(4) 連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法

律」（令和２年法律第８号）において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通

算制度への移行にあわせて単体納税制度の見

直しが行われた項目については、「連結納税制

度からグループ通算制度への移行に係る税効

果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱い

により、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年

２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改

正前の税法の規定に基づいております。 

(3) 連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用 

当社は、翌事業年度から、連結納税制度か

らグループ通算制度へ移行することになりま

す。ただし、「所得税法等の一部を改正する法

律」（令和２年法律第８号）において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通

算制度への移行にあわせて単体納税制度の見

直しが行われた項目については、「連結納税制

度からグループ通算制度への移行に係る税効

果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱い

により、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年

２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改

正前の税法の規定に基づいております。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通

算制度を適用する場合における法人税及び地

方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開

示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）

を適用する予定であります。 
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〔会計方針の変更〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

－ １．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基

準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を当事業年

度の期首から適用し、約束した財又はサービ

スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金

額で収益を認識することとしました。当該会

計方針の変更による影響はありません。 

 

－ ２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計

基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首

から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとしております。なお、財

務諸表に与える影響はありません。 
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〔会計上の見積りに関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

－ 会計上の見積りにより当事業年度に係る財務

諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性

があるものは、次のとおりであります。 

 

繰延税金資産（負債） 

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

2022年３月期：繰延税金資産2,055百万円 

上記の繰延税金資産 2,055 百万円は、繰延

税金資産 2,602 百万円と繰延税金負債 546 百

万円の相殺後の金額であります。 

(2) 算出方法 

繰延税金資産は、将来減算一時差異や繰越

欠損金に対して、それらを回収できる課税所

得が生じる可能性が高い範囲において認識

し、繰延税金負債は、将来加算一時差異につ

いて認識しております。 

(3) 主要な仮定 

課税所得の見積り額は将来の事業計画に基

づき算定され、経営者による外部環境を考慮

した判断及び仮定を前提としております。事

業計画における主要な仮定は、営業収益の予

測に用いられる将来の預り資産残高と預り資

産残高に対する収益率であり、過去の実績及

び中期経営計画や足元のマーケット環境を踏

まえて、策定しております。 

(4) 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

繰延税金資産の認識は、課税所得の見積り

額に基づき判断しておりますが、将来の不確

実な経済条件の変動等によって影響を受ける

可能性があり、実際の金額と見積りが異なっ

た場合、翌事業年度の財務諸表において、繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能

性があります。 
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〔追加情報〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

－ 企業結合等に関する事項 

（共通支配下の取引等） 

（吸収合併） 

当社は、2021 年７月 29 日開催の取締役会にお

いて、岡三オンライン証券株式会社を吸収合併す

ることを決議し、2022 年１月１日付で吸収合併

いたしました。 

 

１．取引の概要 

(1) 結合当事者企業の名称及び事業の内容 

（吸収合併存続会社） 

名称：岡三証券株式会社 

事業の内容：金融商品取引業 

（吸収合併消滅会社） 

名称：岡三オンライン証券株式会社 

事業の内容：金融商品取引業 

(2) 企業結合日 

2022 年１月１日 

(3) 企業結合の法的形式 

当社を吸収合併存続会社、岡三オンライン

証券株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収

合併 

(4) 結合後企業の名称 

岡三証券株式会社 

(5) 企業結合の目的 

グループ全体における経営資源の有効活

用及び効率化・合理化を図り、経営基盤の強

化を目的としております。 

２．実施した会計処理の概要 

当社及び岡三オンライン証券株式会社は、株

式会社岡三証券グループの完全子会社であるこ

とから、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年

１月 16 日）に基づき、共通支配下の取引として

処理しております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

１．担保に供している資産の状況 

担保に供している資産の状況は、次のとおり

であります。なお、担保に供している資産の価

額は貸借対照表計上額によっております。 

(1) 担保に供している資産 

商品有価証券等 22,910 百万円 

 

 

(注) 上記のほか、商品有価証券等を即時決済

取引等の担保として68,798百万円を差入

れております｡ 

 

(2) 担保資産の対象となる債務 

短期借入金 21,945 百万円 

  
 

１．担保に供している資産の状況 

担保に供している資産の状況は、次のとおり

であります。なお、担保に供している資産の価

額は貸借対照表計上額によっております。 

(1) 担保に供している資産 

商品有価証券等 31,622 百万円 

 

 

(注) 上記のほか、商品有価証券等を即時決済

取引等の担保として54,953百万円を差入

れております｡ 

 

(2) 担保資産の対象となる債務 

短期借入金 30,000 百万円 

  
 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額 

(上記１を除く) 

(1) 信用取引貸証券 8,517 百万円 

(2) 信用取引借入金の

本担保証券 

697 百万円 

(3) 消費貸借契約によ

り貸付けた有価証

券 

111 百万円 

(4) 現先取引で売却し

た有価証券 

49,483 百万円 

(5) 差 入 証 拠 金 代 用 

有価証券 

509 百万円 

 (顧客の直接預託に

係るものを除く) 

 

(6) その他担保として

差入れた有価証券 

17,398 百万円 

 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額 

(上記１を除く) 

(1) 信用取引貸証券 10,665 百万円 

(2) 信用取引借入金の

本担保証券 

11,333 百万円 

(3) 消費貸借契約によ

り貸付けた有価証

券 

991 百万円 

(4) 現先取引で売却し

た有価証券 

97,127 百万円 

(5) 差 入 証 拠 金 代 用 

有価証券 

511 百万円 

 (顧客の直接預託に

係るものを除く) 

 

(6) その他担保として

差入れた有価証券 

22,681 百万円 
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前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の  

時価額 

(1) 信用取引貸付金の

本担保証券 

28,889 百万円 

(2) 信用取引借証券 4,654 百万円 

(3) 消費貸借契約によ

り借入れた有価証

券 

121 百万円 

(4) 現先取引で買付け

た有価証券 

222,552 百万円 

(5) 受 入 保 証 金 代 用  

有価証券 

15,596 百万円 

 (再担保に供する旨

の同意を得たもの

に限る) 

 

 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の  

時価額 

(1) 信用取引貸付金の

本担保証券 

33,252 百万円 

(2) 信用取引借証券 7,229 百万円 

(3) 消費貸借契約によ

り借入れた有価証

券 

276 百万円 

(4) 現先取引で買付け

た有価証券 

230,532 百万円 

(5) 受 入 保 証 金 代 用  

有価証券 

64,316 百万円 

 (再担保に供する旨

の同意を得たもの

に限る) 

 

 

４．有形固定資産より控除した減価償却累計額 

 3,871 百万円 

  
 

４．有形固定資産より控除した減価償却累計額 

 4,020 百万円 

  
 

５．関係会社に対する債権及び債務 

(1) 債権 

 短期債権 97 百万円 

 長期債権 1,569 百万円 

 

(2) 債務 

 短期債務 1,148 百万円 
 

５．関係会社に対する債権及び債務 

(1) 債権 

 短期債権 131 百万円 

 長期債権 1,569 百万円 

 

(2) 債務 

 短期債務 602 百万円 
 

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の

条項 

金融商品取引責任

準備金 

金融商品取引法  

第 46 条の 5第 1 項 
 

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の

条項 

同左 

７．長期借入金 6,000 百万円は、「金融商品取

引業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣

府令第 52 号）第 176 条に定める劣後特約付

借入金であります。 

７．長期借入金 6,000 百万円は、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府

令第 52 号）第 176 条に定める劣後特約付借

入金であります。 
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〔損益計算書に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 自 2021 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 至 2022 年 3 月 31 日 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

関係会社への営業費用 

 

2,493 百万円 

営業取引以外の取引によ

る取引高 
86 百万円 

 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

関係会社への営業費用 

 

2,703 百万円 

営業取引以外の取引によ

る取引高 
97 百万円 

 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

前事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

発行済株式     

 普通株式 100,000 株 －株 －株 100,000 株 

  合  計 100,000 株 －株 －株 100,000 株 

自己株式     

普通株式 －株 －株 －株 －株 

  合  計 －株 －株 －株 －株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（ 決 議 ） 株式の種類 
配当金の 
総  額 

1 株 当 た り 
配  当  額 

基  準  日 効力発生日 

2020 年 6 月 1 日 
定時株主総会 

普通株式 3,000 百万円 30,000 円 2020年3月31日 2020年6月2日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（ 決 議 ） 株式の種類 
配当金の 
総  額 

配当の原資 
1 株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2021 年 6 月 2 日 
定時株主総会 

普通株式 5,000 百万円 利益剰余金 50,000 円 2021年3月31日 2021年6月3日 
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当事業年度（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

発行済株式     

 普通株式 100,000 株 －株 －株 100,000 株 

  合  計 100,000 株 －株 －株 100,000 株 

自己株式     

普通株式 －株 －株 －株 －株 

  合  計 －株 －株 －株 －株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（ 決 議 ） 株式の種類 
配当金の 
総  額 

1 株 当 た り 
配  当  額 

基  準  日 効力発生日 

2021 年 6 月 2 日 
定時株主総会 

普通株式 5,000 百万円 50,000 円 2021年3月31日 2021年6月3日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（ 決 議 ） 株式の種類 
配当金の 
総  額 

配当の原資 
1 株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2022 年 6 月 2 日 
定時株主総会 

普通株式 5,000 百万円 利益剰余金 50,000 円 2022年3月31日 2022年6月3日 

 
 
〔収益認識に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020年4月１日 
至 2021年3月31日 

自 2021年4月１日 
至 2022年3月31日 

－ 収益を理解するための基礎となる情報は〔重要な会

計方針に係る事項に関する注記〕「５.重要な収益の計

上基準」に記載のとおりです。 

 
 
〔1株当たり情報に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

自 2020年4月１日 
至 2021年3月31日 

自 2021年4月１日 
至 2022年3月31日 

１．１株当たり純資産額 765,163円 38銭 １．１株当たり純資産額 810,568円 33銭 

２．１株当たり当期純利益金額 26,526円 60銭 ２．１株当たり当期純利益金額 47,052円 88銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

(1) 短期借入金                               （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 

（ 金 融 機 関 借 入 金 ）  （ 金 融 機 関 借 入 金 ）  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 6,000 株 式 会 社 り そ な 銀 行 7,000 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 5,000 株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 6,745 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,500 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 6,200 

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 3,945 三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,500 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,030 株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,030 

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 2,100 株 式 会 社 七 十 七 銀 行 2,100 

そ の 他 金 融 機 関 借 入 金 16,740 そ の 他 金 融 機 関 借 入 金 18,740 

小 計 41,315 小 計 49,315 

（ 証 券 金 融 会 社 借 入 金 ）  （ 証 券 金 融 会 社 借 入 金 ）  

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,500 日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,500 

小 計 1,500 小 計 1,500 

コ ー ル ・ マ ネ ー  40,000 コ ー ル ・ マ ネ ー  45,000 

共 通 担 保 オ ペ 20,000 共 通 担 保 オ ペ 30,000 

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 － １ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 200 

合 計 102,815 合 計 126,015 
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(2) 長期借入金                               （単位：百万円） 

前事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2022 年 3 月 31 日） 

借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 

株式会社 み ず ほ 銀 行 (※) 
1,800 

株式会社 み ず ほ 銀 行 (※) 
1,800 

( － ) ( － ) 

株式会社 り そ な 銀 行 (※) 
1,500 

株式会社 り そ な 銀 行 (※) 
1,500 

( － ) ( － ) 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 (※) 
1,500 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 (※) 
1,500 

( － ) ( － ) 

株式会社 三 菱 U F J 銀 行 (※) 
1,200 

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 (※) 
 1,200  

( － ) ( － ) 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 
500 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 
500 

( － ) ( － ) 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 
200 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 
200 

( － ) ( 200 ) 

合 計 
6,700 

合 計 
6,700 

( － ) ( 200 ) 

（注）１．括弧内は内書で、1年以内返済予定額であります。 

２．（※）は、劣後特約付借入金であります。 

 

(3) 信用取引借入金                             （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 687 日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 11,514 

合 計 687 合 計 11,514 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

(1) 市場価格のない株式等以外のもの                      （単位：百万円） 

  

前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

1.流動資産       

(1)株 券 － － － － － － 

(2)債 券 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

2.固定資産       

(1)株 券 64 88 23 － － － 

(2)債 券 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

合   計 64 88 23 － － － 

 

 (2) 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額        （単位：百万円） 

区 分 
前事業年度 当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） （2022 年 3 月 31 日） 

固定資産   

  株式（非上場株式） 553 553 

  その他 640 666 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契

約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、2021 年 3 月期（2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日まで）及び 2022 年 3 月期（2021

年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日まで）の貸借対照表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書

について、会計監査人である東陽監査法人による会社法第 436 条第 2 項第 1 号に基づく監査を受け

ております。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

当社では、証券会社の持つ社会的責任と公共性を強く認識し、コンプライアンスの充実を経営の

最重要課題ととらえ、法令や社会的規範の遵守の徹底、企業倫理の確立に日々努めております。 

（1）コンプライアンス体制 

取締役会をコンプライアンス最高責任機関とし、コンプライアンスに関する重要事項については、

代表権のある役員を「内部管理統括責任者」として、コンプライアンス関係諸事項を統括管理させて

います。「内部管理統括責任者」の下に「内部管理統括補助責任者」を、各営業店には「営業責任者」

と「内部管理責任者」を配置して、金融商品取引法その他の法令諸規則等の遵守、投資勧誘や顧客管

理が適正に行なわれるよう意識醸成や教育指導を行い、コンプライアンスの徹底を図っております。

また、コンプライアンス関係諸事項を担当する部署として、コンプライアンス部門にコンプライア

ンス部、取引審査部、法務部、お客さま相談室、ダイレクトビジネスコンプライアンス部の 5 部署

を置いて、法令遵守態勢や顧客保護に関する管理態勢の整備・確立を図っております。 

なお、コンプライアンス部門の組織、部署別の業務分掌につきましては下記のとおりであります。 

部名 業務分掌 

コンプライアンス部 1.残高照合に関する事項 
2.顧客の有価証券等の売買その他の取引等の状況の考査に関する事項 
3.管理資料による顧客管理に関する事項 
4.営業員の営業活動の状況の考査に関する事項 
5.営業店検査に関する事項 
6.特定顧客の情報に関する事項 
7.証券事故に関する処理 
8.事故に関する調査及び処理 
9.事故等の立替金の管理及び処理に関する事項 

取引審査部 1.有価証券等の価格形成動向の監視に関する事項 
2.内部者取引の未然防止のための情報管理・顧客管理・売買管理に関する事項 
3.役職員自己取引の管理に関する事項 
4.利益相反のおそれのある取引等の管理に関する事項 
5.利益相反管理体制の整備に関する事項 

法務部    1.顧客等との訴訟、調停等に関する事項 
2.顧客等との紛争についての法律事項 
3.裁判所、行政当局等からの照会に関する事項 
4.契約書等対外的重要文書の作成に関する助言・審査 
5.業務運営に必要な関係諸法令・諸規則に係る調査、研究及び指導に関する事項 
6.その他当会社の業務全般に関する法律指導 

お客さま相談室 苦情及び紛争に関する調査及び処理 

ダイレクトビジネス

コンプライアンス部 

ダイレクトビジネス部門に係る以下の事項 
イ.残高照合に関する事項 
ロ.顧客の有価証券等の売買、為替取引、その他の取引等の状況の考査に関する事項 
ハ.管理資料による顧客管理に関する事項 
ニ.営業員の営業活動の状況の考査に関する事項 
ホ.特定顧客の情報に関する事項 
ヘ.証券事故に関する調査及び処理 
ト.事故に関する調査及び処理 
チ.事故等の立替金の管理及び処理に関する事項 
リ.与信取引口座開設の審査に関する事項 
ヌ.広告審査に関する事項 
ル.外部諸機関による顧客取引の照会対応に関する事項 
ヲ.有価証券等の価格形成動向の監視に関する事項 
ワ.内部者取引の未然防止のための情報管理・顧客管理・売買管理に関する事項 
カ.顧客との訴訟、調停等に関する事項 
ヨ.顧客との紛争の法規対応に関する事項 



－ 39 － 

（2）コンプライアンスの実践 

全役職員が業務を遂行する上でのコンプライアンスの基本的心構えとして、「倫理コード」を制定

し、イントラネットに掲載して全職員に周知徹底するとともに、当社ホームページで公表しており

ます。コンプライアンスの取組みとしては、コンプライアンス状況を点検する社内検査をはじめ、顧

客取引のモニタリング、各種研修を開催するなどにより、コンプライアンス実践の充実・強化に努め

ております。 

（3）お客さまからの相談・苦情に対する取扱い 

当社では、苦情・ご意見・ご要望など幅広くお客さまの声をお伺いできるように、お客さま

相談室専用フリーダイヤルを設置しております。お客さま相談室は、営業店、フリーダイヤル、

本社宛の手紙等を経由して寄せられるお客さまの声を真摯に受け止め、苦情等については、営

業店への対応要請と助言・指導を行っております。また、苦情ならびにご意見・ご要望を集約

し、適宜、経営への報告を行うとともに関連部署と連携しながら業務運営の見直し等を図って

おります。これからもお客さま本位の観点に立ち、こうした取組みを継続することにより、お

客さまの当社に対する満足度を高め、より深い信頼が得られるようにしてまいりたいと考えて

おります。 

（4）内部監査体制 

業務執行から独立した内部監査部を設置し、当社における内部監査を実施しております。重要度

の高いリスクに係る内部管理態勢の有効性と適切性の検証を通じて、業務運営に資する指摘・助言

を行っています。内部監査の結果については、取締役社長及び取締役会に対して報告しております。 

なお、内部監査部の業務分掌につきましては下記のとおりであります。 

部名 業務分掌 

内部監査部 内部監査に関する事項 
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２.分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

当社では、東陽監査法人に、日本公認会計士協会が定める業種別委員会実務指針第 54 号に準

拠した「顧客資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務」を依頼しております。 

2022 年３月 31 日現在において当社は、顧客資産の分別管理に関する経営者報告書における

経営者の主張が、全ての重要な点において法令及び規則に準拠して記載されているものと認

められる主旨の保証報告書を、同監査法人より受領しています。詳細は、当社 Web サイト

（https://www.okasan.co.jp/about/businessinfo/2021.html）をご覧ください。 

 

①顧客分別金信託の状況 

項目 
2021年3月31日現在

の金額 

2022年3月31日現在

の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 39,846 百万円 64,691 百万円 

顧客分別金信託額 39,900 百万円 68,000 百万円 

期末日現在の顧客分別金必要額 38,637 百万円 60,287 百万円 

 

②有価証券の分別管理の状況 

イ.保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2021 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 

株 券 株 数 1,102,393 千株 129,680 千株 

債 券 額 面 金 額 797,594 百万円 487,179 百万円 

受 益 証 券 口 数 2,248,631 百万口 4,456 百万口 

その他 

新株予約

権 証 券 
ワラント －  98,798 ワラント 

ｺﾏｰｼｬﾙ・ 
ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 

額面金額 95,700 百万円 －  

日 本 型 
預託証券 

金額 1,099 百万円 －  

 

有価証券の種類 
2022 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 

株 券 株 数 1,243,364 千株 120,154 千株 

債 券 額 面 金 額 877,312 百万円 507,256 百万円 

受 益 証 券 口 数 2,268,551 百万口 4,328 百万口 

その他 

新株予約

権 証 券 
ワラント －  584 ワラント 

ｺﾏｰｼｬﾙ・ 
ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 

額面金額 58,700 百万円 －  

日 本 型 
預託証券 

金    額 831 百万円 －  
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ロ．受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 2021 年 3 月 31 日現在 2022 年 3 月 31 日現在 

株 券 株 数 21,292 千株 52,484 千株 

債 券 額面金額 117 百万円 55 百万円 

受 益 証 券 口 数 1,718 百万口 1,929 百万口 

その他（日本型

預 託 証 券 ） 
金 額 124 百万円 160 百万円 

注）受入保証金代用有価証券のうち、顧客分別金の計算の対象とされる第三者への再担保差
入はありません。 

 

＜参考時価情報＞ 

株券の参考時価情報 

保護預り等有価証券 

2021 年 3 月 31 日現在 2022 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

1,919,454 百万円 301,475 百万円 2,059,119 百万円 329,641 百万円 

 

受入保証金代用有価証券 

2021 年 3 月 31 日現在 2022 年 3 月 31 日現在 

27,104 百万円 61,962 百万円 

ハ．管理の状況 

顧客の有価証券は、法令を遵守して下記のように分別管理しております。 

有価証券の種類 会社の管理形態 

国内上場株券 

上場新株予約権付社債券 

上場投資証券等 

上場出資証券 

上場新株予約権証券 

原則として、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口

座管理機関として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に

区分した振替口座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券と

を区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持分について

は、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理しています。但

し、日本銀行出資証券につきましては、券面不発行対象外であるため、

当社金庫において固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、単純保

管の場合は、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で

管理し、混合保管の場合は、帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別

できるよう管理しています。 

国内上場外国株券 「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関

として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振

替口座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理

し、混合して管理しています。顧客有価証券については、当社の帳簿

等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。 
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有価証券の種類 会社の管理形態 

新株予約権付社債以外の

国内債券 

・当社金庫において、帳簿等により当社の固有有価証券等と顧客有価

証券とを区分管理し、混合して管理しています。顧客有価証券につ

いては、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう

管理しています。 

・国債及びその他の債券の券面不発行分については、「社債、株式等の

振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関として国債は日

本銀行において、その他の債券は証券保管振替機構において自己口

座と顧客口座に区分した振替口座簿により固有有価証券と顧客有

価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持

分については、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理し

ています。  

国内投資信託受益証券 

国内投資信託受益権 

上場投資信託受益権 

・国内投資信託受益証券については、当社金庫にて帳簿等により固有

有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し、混合して管理していま

す。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等に

より直ちに判別できるよう管理しています。 

・国内投資信託受益権及び上場投資信託受益権については、「社債、株

式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関として証

券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座

簿により固有有価証券と顧客有価証券とを区分管理しております。

顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等によ

り、直ちに判別できるよう管理しています。 

外国株券 

外国債券 

外国投資信託受益証券等 

海外の保管機関において、固有有価証券等と顧客有価証券とを区分さ

せ、顧客有価証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに

判別できる状態で混合して管理しています。但し、上海証券取引所上

場株式、シンセン証券取引所上場株式については、当社の帳簿等によ

り、固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係

る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。 

 

（2）金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

 

（3）金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に

係るものを除く。）の状況 

同条第１項の規定に基づく区分管理の状況                （単位百万円） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 銭 金銭信託 3,000 － 日証金信託銀行株式会社 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．企業集団の構成 
   該当ありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

   該当ありません。 



 

（ご参考）当社プロフィール要約 

商 号：岡三証券株式会社 

Ｗｅｂサイト：https://www.okasan.co.jp 

設 立：2003 年 4 月 

資 本 金：50 億円 

代 表 者：取締役社長 池田嘉宏（2022 年 6 月就任） 

従 業 員 数：2,510 人（2022 年 3 月末） 

（うち登録外務員数 2,417 人） 

金融商品取引業の登録状況：第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、投資助言・代理業 

登 録 番 号：関東財務局長（金商）第 53 号 

加 入 協 会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、 

一般社団法人金融商品先物取引業協会、 

一般社団法人第二種金融商品取引業協会、 

一般社団法人暗号資産取引業協会 

加 入 取 引 所：札幌証券取引所、東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所、 

福岡証券取引所、東京金融取引所 

加 入 投 資 者 保 護 基 金：日本投資者保護基金 

指 定 紛 争 解 決 機 関：特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

（略称：FINMAC） 

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】 

取扱 

商品 

取引 

形態 

株式 債券 

投資信託 
ETF･ 

REIT 

先物･ 

オプション 

証券･ 

暗号資産 

CFD 

FX 
国内株 外国株 国内債 外国債 

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 

コンタクト 

センター 
○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 

オムニネット 
(※1) 

○ ○ 
(※2) 

× × ○ 
(※3) 

○ × × × 

岡三 

オンライン 
○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ 

○：取扱あり。×：取扱なし。詳細は、当社営業店舗までお問い合わせください。 

※1 2022 年 1 月にサービス名称を「オンライントレード」から「オムニネット」に変更いたしました。 

※2 オムニネットでの外国株取引は、香港市場上場銘柄のうち一部の銘柄のお取扱いとなります。 

※3 オムニネットでの投資信託取引は、当社取扱い銘柄のうち一部の銘柄のお取扱いとなります。 

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務や機関投資家向けの各種商品やサービス

の提供なども行っております。当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状況に関する説明書」本文をご参照

ください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡三証券株式会社 企画部 

〒103-8278 東京都中央区日本橋 1－17－6 

℡ 03(3272)2211㈹ 
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